
Ⅳ－１

Ⅱ－10 決算額 構成比 経常収支
比      率

事務の共同処理の状況 千円 ％ 千円 ％ 千円 千円 ％

38,403,959 86.8 21.6

　過疎 首都 268,290 0.7 12.7

　山村 　近郊整備 55,826 0.1 15.6

　離島 　既成市街地 配当割交付金 270,025 0.7 8.9

190,126人 　不交付 314,526 0.8 8.9

0.9% 　広域行政圏 実質収支比率 3,883,194 9.4 0.0

経常一般財源等比率 0 0.0 46.1

公債費比率 0 0.0 19.6

起債制限比率 22 0.0 0.8

公債費負担比率 46,594 0.1 13.8

１ 歳入総額 A 経常収支比率 167,108 0.4 積 　立 　金

２ 歳出総額 B 158,670 0.4

３ 歳入歳出差引額（A-B） C 27,323 0.0 9.1

債務負担行為限度額 0 0.0 前年度繰上充用金

27,323 投資的経費

５ 実質収支（C-D） Ｅ 19,673 0.0 うち人件費

６ 単年度収支 Ｆ 積立金現在高　　Ｃ 0 0.0

内
　
　
　
訳

普通建設事業費

７ 積　立　金 Ｇ （うち財政調整基金） 43,615,210 99.4 補　助

８ 繰上償還額 Ｈ Ａ＋Ｂ－Ｃ 408,414 0.0 単　独

９ 積立金取崩し額 Ｉ 土地開発基金現在高 665,269 0.6 その他

積立基金取崩し額 485,753 0.0 災害復旧事業費

収益事業収入 33,161,360 失業対策事業費

10,320,201

(11.45)% 124,182 0.0

(16.45)% 31,345

(25.0)% 98,885

(350.0)% 1,223,789

605,671 0.0

1,537,400

(548,000)

(0)

A 人 B 百円 B/A 百円 92,277,479 100.0

市町村長

うち技能労務職 副 市 長 超過課税分

教 育 長 収 入 済 額

議     長 千円 千円 ％ 千円

副 議 長 個人分 議　 会 　費

議     員 法人分 126,697 総　 務 　費

実質収支額 議 員 数 固定資産税 民　 生　 費

千円 　　繰入金 千円 人 加入世帯数 軽自動車税 衛　 生　 費

国民健康保険（事業勘定） 169,696 被保険者数 市町村たばこ税 労　 働　 費

後期高齢者医療 6,021 一世帯当たり保険税調定額 鉱　産　税 農林水産業費

下水道事業 有 22,253 被保険者１人当たり保険税調定額 特別土地保有税 商　 工 　費

介護保険事業（保険勘定） 154,354 被保険者１人当たり費用 法定外普通税 土　 木 　費

介護サービス事業 無 1,369 保険税（料） 目　的　税 消　 防 　費

保険給付費 入　湯　税 教　 育 　費

国民健康保険事業費納付金 事 業 所 税 災害復旧費

都市計画税 公　 債 　費

諸 支 出 金

前年度繰上充用金

126,697 合　　計

滞納 合  計

人 444  216  繰越分% %

102,401 317  206  40.5 98.4

287  202  (40.5) (98.4)

人 273  184  35.5 97.7
4,818 263  157  55.8 99.2

国民健康保険税（料） 39.3 88.4

0.0

6,520,9160.1

3,697,590

22 維持補修費 331,673

19,208,633

8,179,248

0.4 321,530 321,530

270,025 公 　債 　費 3,721,878 4.2

0

19,491,108

3,697,590

4.2 3,697,320 3,697,320

270 270

構成比 充当一般
財 源 等

経常経費充当
一 般 財 源 等

人　　　　　　　　　　　　　　口 指定団体等の状況 指　　　　数　　　　等 ％ 千円

268,290

基準財政需要額 26,805,041千円 地　 方 　税 41.6 35,701,418 人　 件　 費<ごみ・し尿処理>

うち職員給 6,218,143 7.0 5,431,084 5,280,126
令和2年

10,139,903

国
調

0.0

性　　　質　　　別　　　歳　　　出

決   算   状   況 団    体    名 三鷹市 ２年度交付税種地区分
区　　　分

構成比 経常一般財源等
区　　　　分

決算額

令 和 ２ 年 度 団 体 コ ー ド 132047 市　 町 　村　 類 　型 歳　　　　　　　　　　　　　　　入

11.3 9,043,591 8,990,127

・東京たま広域資源
　循環組合

基準財政収入額 31,078,668千円 地方譲与税

住
民
基
本
台
帳

3．１．１ 1.159 株式等譲渡所得割交付金 0.3

物 　件 　費

314,526

4.5%
標準財政規模

対前年増減率 <その他> 6.9% 地方消費税交付金 4.2 3,883,194 一時借入金利子

増減率（２／２7）年

5,755,243

3．１．１現在
(参考) 65歳以上人口

41,432人 面 積 16.42ｋ㎡

・東京市町村総合
　事務組合

・東京都後期高齢者
  医療広域連合

5.4% 自動車取得税交付金 0.0

決　算　収　支　の　状　況 令和２年度 千円 令和元年度 千円 7.7% 補 助 費 等 28,134,463

5.5% 特別地方消費税交付金 0.0

0.1

40.9

12,473,303 9,480,079

0.0

92,277,479 73,147,701 89.4%

89,344,845 71,925,617 地方債現在高　　Ａ
(特定資金公共投資事業債除く)

34,365,816千円
2,932,634 1,222,084

14.0

ゴルフ場利用税交付金

195,391人

0 小　　　計 36,548,974101.8%

0.3

7,301,590

25.4 6,749,92740,424,399千円 利子割交付金

内
訳

元利償還金 3,721,608

・ふじみ衛生組合
財政力指数

単年度  (1.159) 0.3

扶 　助　 費 22,687,19355,826

270

961,5460.2 167,108法人事業税交付金

46,594

地方交付税 7.0 5,533,0510.0 0

10,000

31.5

繰 　出　 金 6,263,445

地方特例交付金等 0.2 158,670 0.0投資及び出資金・貸付金

自動車税環境性能割交付金

1.1

37,276,725 千円518,607 28,590 (4,847,020)  

0.0 19,673

△718,886 15,151,243千円

0

小　　　　　　計 47.3 40,885,346

4,404,706 4.9 経常経費充当一般財源等国有提供施設所在地交付金 0.0 0

985,722 1.1

1,713,408

4,606,664 歳 入 一 般 財 源 等債務負担行為の　　　Ｂ
翌年度以降支出予定
額

8,643,676千円
128,044 0.1

特別 0.0

普通

交通安全対策特別交付金

内
訳

0.00.0

100.0

使　 用　 料 0.7 248,241

４ 翌年度へ繰り越すべき
　 財源

D 148,444 99,505
14,139,708千円

2,784,190 1,122,579

1,661,611

0 1,228,100 27,858,249千円

手　 数 　料 0.5

0 200,000 0千円

分担金・負担金 0.5

10 実質単年度収支
　　 (F+G+H-I)

J 2,180,218 337,804
91,855千円

都 支 出 金 11.2

0千円

0

国庫支出金 35.9

実質公債費比率 1.0

実質赤字比率 －

繰　 入 　金 0.1

健　全　化　判　断　比　率　※

充当一般財源等
75

一人当たり平均給料
（報酬）月額　　　円

合        計 100.0 41,143,703

区　　　分
決　算　額 構成比 増減率

(うち臨時財政対策債) (0.0)

(うち減収補てん債特例分)

構成比100

区　　分

連結実質赤字比率 －

0.1 9,970

将来負担比率 4.0

地 　方　 債 1.7

寄　 附 　金 0.0

1.3繰 　越　 金

諸 　収　 入

区　　　　分
職　　員　　数

財 産 収 入

１人当たり
給料月額 区　　分

改定実施
年  月  日

％ ％ 千円千円

(0.6)

一　　　般　　　職　　　員 （3.4.1現在） 特　　別　　職　　等 （3.4.1現在）

0.7 146

一　般　職　員 923 2,954,454 3,201 25.1.1 1,030,000

基準
税額教育公務員 4 16,618 4,155 25.1.1 810,000

58 193,116 3,330 25.1.1 870,000

給 料 月 額

4.5 2,983,531

490,031

消　防　職　員 0 0 0
議
 

会

7.12.1 640,000

1,297,194 3.4

18,390,910 47.9 1.0 490,090 0.5

△37.7 27,309,537 30.6 7,210,991

臨　時　職　員 0 0 0 7.12.1

40.9 17,351,212

合　　　　計 927 2,971,072 3,205 7.12.1 550,000

580,000

14,697,742 38.3 2.9 36,540,678

1,093,088

14,486,121

市　 町
村民税

事　業　名
法
適
用

普通会計からの 職　員　数 ( 28  人)  

776,655 2.0 3.6

107,564 0.3 6.3 3,997,980

37,457人 762,947

108,26025,981世帯

141,662

0 0.0 0.0 135,018146,012円

0 0.0 0.0 1,452,992

7,153

8.1 1.7 2,254,979 2.5 2,100,845

内
訳

457,189円

3,697,590

201,958 0.2

447,317

0

1,164,307

4,916,036 5.5

9.2

3,133,894

10,588,745千円

132,165 0 3,803,966千円

101,277円

0.0 0.0

5,611,666

3,957,838

1 0.0 △50.0 8,182,037

1.6

国
保
事
業
会
計
の
状
況

368,687 4

2,028,563 21

2,298,960 20

1,064,237 22

※（　）書きは、早期健全化基準である。

①私立保育園整備事業

6,054,276千円

合　　　計

旧法による税

法定外目的税

431,352 1.1 4.6

1.2

38,403,959 100.0 △0.3

公
 

営
 

事
 

業
 

の
 

状
 

況
2,702,541 7.0

納 税 義 務 者 数

市町村税合計 99.4

④三鷹台駅前周辺地区整備事業

（徴収猶予分を除く）

う
ち

⑧川上郷自然の村災害復旧対策事業

⑨図書館リニューアル事業

⑩市道路面整備事業

均
等
割

個
　
人

税
割

法
人

(99.4)

区    分

市町村民税 99.1

③児童遊園整備事業

純固定資産税 99.6

現年

②旧第二体育館解体事業 ⑦小中学校施設改修事業

令 和 ２ 年 度 大 規 模 事 業（単位：百万円）

100.0 44,809,465

0.0 0 0.0 0

課税分%

3,721,878

89,344,845

0

4.2

⑥都市計画道路３・４・１３号（牟礼）整備事業 徴
　
収
　
率

⑤小中学校給排水設備等整備事業

95.0

0.00 0

35,129,347

0 0.0

0.0

976,323

合　　　　計

47,742,099 千円

5.1

0

0 0

0 0.0

89,344,845 44,809,465

201,958 0.2

0 0.0

3,418,984 3.8

3,812,071

内
訳

1,720,561

128,044

119,159

1,594,249

0

7,153

0

447,317

目　　　　的　　　　別　　　　歳　　　　出

90.6%

減収補てん債特例分及び
臨時財政対策債を歳入経
常一般財源等に加えない
場合の経常収支比率

18,231,614

0.2 107,105

0.1 127,196

決算額

市　　　　町　　　　村　　　　民　　　　税

0

×


